
書式第 12号 (法第28条関係)

平成31年度 事 業 報 告 書

生定上宣型二塾法人医療ガバナンス研究所

1 事業の成果

本年度も引き続きは医療ガバナンスの研究を行った。海外の協力研究者とともに、英文のインパクトフ
ァクターの高い医療誌に研究論文が受理された。特に本年度の後半は新型コロナウイルスに関して積極的
な研究活動を行った。
論文から得られた派生効果は随時マスコミ等を通じて発表を行った。また都内で月に 2回程度誰でも参

加できる発表会を開催し、毎回 20名 弱の参加者を迎え入れることができた。(年度の後半からは新型コロ

ナウイルスの影響でオンラインで開催)

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【19,000】 千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
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書式第 13号 (法第 28条関係)

平成 31年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業が上登場合 )

特定非営利活動法人医療ガバナンス研究所
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成31年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人医療ガバナンス研究所
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16 28

平成31年度  計算書類の注記
特定非営利活動法人医療ガバナンス研究所

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人会計基準協議

会)によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法
(2)固定資産の減価償却の方法

定額法
(3)引 当金の計上基準

現在引当金は無い
(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
なし
受けた場合は、施設の提供等の物的サービスの受入れを、活動計算書に計上し、算定方法は f3.施設の提供等

の物的サービスの受入の内訳」に記載する
(5)消費税等の会計処理

税込

2.事 業別損益の状況

事 業 報 告 用
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内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

＾
Ｕ合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は73,101,9“ 円ですが、そのうち0円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は73,101,964円 です。

5. 固定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項
事業費と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、退職給付費用、福利厚生費及び旅費交通費
については従事割合に基づき按分します。
その他の事業に係る資産の状況

なし
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書式第 17号 (法第 28条関係)

平成 31年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ガバナンス研究所
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書式第 18号 (法第 28条関係)

平成31年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の民名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における●醸の有無をE載した名簿)

」壺:ヨ菫型』菫墜E塾
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2塁

`を

ゴリ1∠」型雌 2i

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1 監事
(カ ミ マサヒロ) 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日上 昌広

2 監事
G-"y y 

^L 
2) 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日小松 恒彦

3 監事
(ク スミ エイジ)

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日久住 英二

4 監事

(コ ダマ ユウコ) 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年 月

月

日

日年児玉 有子

5 理事

(セ キヤ カズキ) 平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日関家 一樹

6 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年 月 日

7 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

9 理事・監事

年  月  日

年 月 日

今:  月   日

年 月 日

10 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条 。第28条関係)

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人医:療ガバナンス研究所

氏   名 住 所 又 は 居 所

上 昌広

2 小松 恒彦
つ
υ 久住 英二

4 児玉 有子

［
０ 関家 一樹
＾
０ 濱木 珠恵
７

・ 吉森 秀美

8 西村 有代

9 三浦 訓子

10 小林 一彦

11 大西 睦子
12 佐藤 智彦
13 朱 旭瑾

14 谷本 哲也
15 樋口 朝霞


